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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5.5

5.0 5.0

令和７年度

正規職員等

会計年度任用職員
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腰越支所長　青木　達哉

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

腰越支所

-

達成度

10

市民生活の中で頻度の高い用件について、身近なところで行政サービスを提供するため。

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

令和６年度

交際費 地域団体の活動実績
(行事・会議等)（件）

自治町内会連合会等
調整事務

光熱水費削減率
（対令和元年度比）
（△％）

行政センタ―維持修
繕事務

一般財源

その他特定財源

地方債

国県支出金

評価対象事業 評価者

主管課

関連課

市民-32
腰越支所管理運営事務

自治事務

法定受託事務

総合計画上
の位置付け 分野 行財政運営 施策の方針 行財政運営

市民及び自治町内会連合会等

令和３年度 令和４年度
指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

市民の利便性向上及び効率的な行政運営を図る。

・戸籍届、住民異動届及び印鑑の登録又は廃止に係る申請の処理、並びに諸証明書の交付を行った。
・国民年金及び国民健康保険の諸届出等の受理、並びに国民健康保険被保険者証の交付等を行った。
・諸証明手数料等の収納事務を行った。
・自治町内会連合会等との連絡、調整等に関する事務を行った。
・腰越行政センターの維持管理を行った。

枝
番
号 予算額（千円）

各種窓口サービスの
提供

16,306 -

23 33

実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

諸証明書交付数（通
数）

委託料の一部

事務事業

63 -

0 10

事業費（決算／当初）（千円）

行政センタ―維持管
理事務

△18 △10

34,664 35,923

光熱水費、総合管理
業務委託料等

102 80

7,422 7,255

維持修繕 予算執行率
（執行額/予算額）（％）

-

0

△10

35,776

100

9,041

44,827

5.0

48,229人件費　（千円）

5.5

374 372

財源
内訳

41,735

42,109 43,221
49,542

44,458

369

42,849

事業費の合計　（千円）



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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07

(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ □ ■ □

施設の老朽化に伴い、今後も設
備等の更新による維持修繕費の
増加が見込まれ、計画的な修繕
計画（予算措置）が必要となって
いる。

事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

枝
番
号

事業費の削減余地はないか

関連・類似する事業の統合はできないか 2　統合に向けて検討できる事業がある

1　事業費の削減余地はない

各団体とも担い手の高齢化が進
んでおり、若年層を含めた多世
代間の行事継続等に支障が生じ
ている。

良好な庁舎管理を目指し、光熱
水費の削減や空調システムの見
直しなど、コスト削減につながる
技術的な検討が必要であるが、
現状対応できていない。

事務事業

地域内で各団体が活動でき
るように、会議室の提供や行
事等のサポートを実施した。

来庁者に良好な状態で行政
センター（支所・図書館・学習
センター）が利用できるよう
に施設を管理した。

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

各種窓口サービスの
提供

指標分析の推移、
目標未達の理由

支所窓口での「諸証明書交付
数」は減少傾向にあり、実績値
を把握することで、今後の適正
な運営体制の構築を検討する
ため。なお、交付数の増減は目
標値にそぐわないため設定しな
い。

本庁舎まで行くことなく、身近
な支所で地域住民に行政
サービス（届出、証明発行な
ど）を提供した。

マイナンバーカードの普及に伴
い、証明書のコンビニ交付数の
増加や、届出・証明発行事務の
減少が見込まれており、支所機
能（役割）を見直す必要がある。

施設の安全管理上、保守・点検費用
の削減等は見込めず、光熱水費の
削減（節電や節水、温度調節など）
に取り組むことで、環境負荷の軽減
を図れるため、コロナ渦前の令和元
年度を基準として「削減率」を設定し
た。
しかしながら令和３年度は新型コロ
ナウイルス感染対策として窓開け換
気等を実施したため冷暖房効率が
低下したことに加え、光熱水費の価
格高騰も重なって執行額が増加し
た。

施設を良好な状態に保つためには、
適正な修繕を遅滞なく実施する必要
があり、年度内に計画通り修繕を完
了させる観点から「予算執行率」を指
標とした。
令和３年度は雑用水受水槽の補給
用電磁弁交換修繕が必要となり、予
算の流用によりこれに対応したた
め、維持修繕料の執行額が当初予
算に対して102.30％となり、目標とし
た執行率80％を上回り目標未達と
なった。

0

行政センタ―維持修
繕事務

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか

4　法令等により、市に実施が義務付けられている

自治町内会連合会等
調整事務

行政センタ―維持管
理事務

地域団体への活動支援として、
団体の活動実績（行事・会議
等）を把握するため。なお、件数
の増減は目標値にそぐわないた
め設定しない。

0

0

経年劣化した設備等の修繕
を計画どおり実施することで
利用者の安全確保と施設等
の長寿命化を図った。

効率性

現状維持 縮小

協働 市民等と協働して事業を展開しているか ○.協働実施済

○-2　市民等と協働して適切に事業を実施している

有効性

民間によるサービスで代替できる事業はないか

【今後の方針】 拡充 改善・変更

○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している公平性 受益者負担は公正・公平か

妥当性
1　市民ニーズは変わらずにある

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

協働実施済の場合のパートナー

自治・町内会連合会、地区社協、民
生委員児童委員協議会

休止・廃止

支所窓口機能の本庁舎への集約は、時間をかけて議論していく予定であるが、地域支援のあり方については、引
き続き検討を進めていく必要がある。
建物・設備の老朽化に伴う大規模修繕等が必要であるが、施設管理の一元化も含めた公共施設再編計画との整
合性を図るとともに、その財源の確保が課題である。



【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

指標（単位） 諸証明書交付数 単位 通数

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

交付実績の推移を把握するため 目標値

16,306

達成率

R6年度 R7年度

実績値 18,322

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

目標値

達成率   

実績値

比較事項 戸籍・住民異動・印鑑などの届出と証明発行業務を併せて取扱う支所・出張所等の設置数と市域面積（㎡）

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 平塚市 小田原市 横須賀市 逗子市

12（市民セン
ター・分館）

1（支所）
３（出張所）

0（市民窓口セ
ンターは証明
発行のみ）

3（住民窓口）

67.82㎢ 113.81㎢

三浦市

9（行政セン
ター）

0（支所なし） 2（出張所）

R6年度 R7年度

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

周辺自治体の支所等設置状況等を把握し、本市の将来的な支所機能のあり方を検討するた
め。

39.67㎢ 69.57㎢ 35.70㎢ 100.83㎢ 17.28㎢ 32.05㎢

他市実績
4（支所）


